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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
Ⅰ　審査経過
　本学位申請論文は、申請者である矢島秀和氏により2017年11月末日までに提出がなされ、2018年２月17日
に、本学学位規定等に基づいて、３名の審査委員による公開の口頭試問（博士学位申請論文審査における研
究報告・最終試験）が実施されたものである。同日の口頭試問においては、申請者から改めて本論文の問題
意識および論文内容の概略について説明が行われ、審査委員と矢島氏との間で本論文の細部にまで及ぶ質疑
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応答がなされた。
Ⅱ　総合的評価
　１　本論文は、フランスのフランチャイズ契約におけるフランチャイザーの情報提供義務論を総合的に考
察するものであり、フランスにおける①立法的規制、②フランチャイザーが提供すべき情報の内容、③情報
提供義務違反として契約が無効とされる場合の判断要素、④情報提供義務違反の法的構成または法的処理方
法、といった諸点の考察がなされている。そして、その中心となるのが、④の情報提供義務違反があった場
合、ないしは売上予測等の誤った情報が提供された場合の法的構成の問題である。
　同論文では、この問題について詳細な考察がなされるが、このような考察に基づく主張として、矢島氏は、
フランチャイザーに情報提供義務違反があった場合等のフランスでの処理方法、すなわち、詐欺あるいは錯
誤という合意の瑕疵の理論によるフランチャイズ契約の無効化に着目し、かかる処理方法のわが国への導入
を提言している。
　２（1）ところで、矢島氏の上記の主張は、現在のわが国では、フランチャイザーの情報提供義務違反に
対するフランチャイジーの救済が不十分である、という問題意識に起因している。
　すなわち、従来、わが国においては、フランチャイザーに情報提供義務違反があった場合や誤った情報提
供がなされた場合に関して、信義則上の保護義務違反等に基づく損害賠償請求を認めた後に過失相殺で処理
する、という方法が採用されている。しかし、多くの裁判例では、これについて大幅な過失相殺がなされて
いるのが実情であり、矢島氏によれば、このような方法ではフランチャイジーを十分に保護することができ
ない、とされるのである。そこで、本論文においては、フランチャイザーの情報提供義務違反論に合意の瑕
疵理論を適用し、契約を無効化するという法的構成を採用しているフランスの議論に着目し、その構成のわ
が国への導入が主張されるのである。
　（2）以上のような、フランチャイザーの情報提供義務違反を合意の瑕疵理論で処理すべしという矢島氏の
主張は、フランチャイジーの保護が実質的には不十分であるというわが国の現状に対する明確な問題意識に
基づくものであり、また、保護義務違反等による損害賠償という処理方法が定着しているわが国の現状から
すると相当に思い切った主張である、と思量される。そこで、もしこのような解釈が承認されるとするなら
ば、これはフランチャイズ契約のみならず、情報提供義務論一般にも影響が及ぶと考えられるのであり、そ
の点からして、本論文において主張されたことの意味はかなり大きいものと言えよう。
　なお、ここで問題とされる売上予測等の情報は、フランチャイズ契約を締結する前に提供されるべきもの
である。従って、たとえ保護義務を信義則上の義務と位置づけるとしても、契約成立前に発生した保護義務
を損害賠償の要件としてどのように法律構成するのか大いに疑問の湧くところである。これに対して、本論
文は、フランチャイズ契約成立以前のフランチャイザーによる情報提供義務違反や誤った情報の提供を合意
の瑕疵の要因とし、成立した契約の効力を問うという解釈を採っているのであり、法律構成論の観点からは
非常に魅力あるものである、という点も付言しておきたい。
  （3）また、本論文では、その主張の前提作業として、フランスの判例・学説がきわめて詳細に紹介・整理
されている点が注目に値する。そして、かかるフランスの議論動向の紹介は、わが国の情報提供義務論の今
後の展開に一定の示唆を与えうると思われる。特に、誤った売上予測に基づくフランチャイズ契約に錯誤を
適用し無効とした最近の判例およびそれに対する学説についての検討は、これまで「収益に関する錯誤」は「本
質的性質に関する錯誤」とはされず、無効原因とは考えられていなかっただけに、情報提供義務論のみなら
ず、法律行為・意思表示論一般にも影響を与えうるものであると言えよう。
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　３（1）このほか、本論文の評価すべき点としては、第１に、上掲②のフランチャイザーが提供すべき情
報として、フランス法において提供すべきとされている情報の内容が詳細に検討されていることがあげられ
る。すなわち、わが国のフランチャイズ契約における情報提供義務論がもっぱら売上予測のそれに集中し、
他の情報についての議論があまりなされていないという現状からすると、この点の検討は、わが国の今後の
情報提供義務論の発展に資する有用な考察に値する、と思量される。
　（2）第２に、③の情報提供義務違反として契約が無効とされる場合の判断要素に関する議論を採り上げる
ことができる。
　すなわち、同判断要素については、フランスの判例の分析から、（ⅰ）売上予測については、予測と実際
の数値との間に40 ～ 50％程度の乖離があれば、著しい乖離として合意の瑕疵、すなわち錯誤が生じ、契約
が無効となること、また、（ⅱ）売上予測も含めたすべての情報に共通する判断要素としては、ⓐ フランチャ
イジーの事業経験、ⓑ 当事者の交渉段階における言動、および、ⓒ 情報の提供から契約締結までの時間的
経過といったものがある、とされる。もちろん、フランスにおけるこれらの判断要素は、合意に瑕疵が存在
するか否かについてのものにほかならない。しかしながら、本論文において行われたこれらの判断要素の詳
細な分析は、保護義務違反等で処理しているわが国においても、十分に意義あるものと評価できよう。
　また、フランチャイザーに売上予測についての情報を提供する義務があるのか否かという問題について、
フランチャイザーにのみ着目し、その在否を議論する従来の二項対立的議論を否定し、フランチャイジーの
事業経験をも相関的に考慮し、フランチャイジーの事業経験の有無によってフランチャイザーの情報提供義
務を判断すべきであるとする見解も興味深いところがある。
　４（1）以上のように、本論文は、フランスのフランチャイズ契約におけるフランチャイザーの情報提供
義務についての総合的研究であり、わが国における情報提供義務論の今後の展開に、多くの示唆を与えうる
ものであると評価できる。
　（2）但し、本論文の中心的主張である合意の瑕疵によるフランチャイズ契約の無効化という解決について
は、その導入可能性についての疑問がないわけではない。というのも、保護義務違反等による損害賠償とい
う処理方法が確立しているわが国の現状からすると、合意の瑕疵による契約の無効化という解決方法がどの
程度説得力のあるものと言えるか、という点こそまさに問題となるからである。
　この点については、口頭試問においても議論されたのであるが、かかる合意の瑕疵理論による契約の無効
化という解決方法を、どのようにしてわが国に定着させるかが矢島氏の次の課題になる、と考えられる。そ
して、そのためには、合意の瑕疵論による解決の可能性をより具体的な問題状況に応じて検討していくこと
が必要となろう。矢島氏自身は、形式的には事業者だが実質は消費者という「消費者的事業者」という概念
を媒介に、合意の瑕疵論の活用可能性を検討したいとしているが、これらの点についての同氏の今後の研究
の進展に期待するところである。
　なお、本論文は、わが国における最近の錯誤学説の成果である「動機の契約内容化」論に共感を示してい
るようであるが、この先、矢島氏には、このような学説の是非論も含め、意思表示論のより深い探究が要請
されることになるであろう。
　５　上述のように、その主張のわが国への導入可能性という点に若干の課題を残してはいるものの、本論
文は、フランスのフランチャイズ契約におけるフランチャイザーの情報提供義務の問題について、フランス
の判例や文献を詳細かつ綿密に紹介し検討を加えたものであり、わが国のフランチャイズ契約における情報
提供義務の問題のみならず、情報提供義務論一般、ひいては、法律行為論・意思表示論そのものの議論に多
大な影響を及ぼしうる、発展可能性に充ちあふれた労作であると言うことができる。また、本論文の構成、
論旨展開、文章表現等に関しても、妥当なものとの評価が可能である。
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　以上のところから、2018年２月17日の研究報告・最終試験（口頭試問）の後に開かれた審査委員会におい
て、審査委員３名は、矢島秀和氏の本論文は課程博士論文として十分な水準に達していると評価することが
できる、との結論に達した。よって、ここにご報告する次第である。
